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執行役員
技術開発本部長 CTO 兼 地球環境戦略推進室長

市川 和弘
　1942年、自然に恵まれた信州諏訪地方にエプソンは創業し、
2022年で80周年を迎えました。「地域との共生」を礎とし、事業
がグローバルに成長する中にあっても自然環境を敬う企業風土
は変わることはなく、1988年、世界に先駆けたフロンレス宣言に
代表される地球規模の環境問題への取り組みへと発展します。
エプソンは、過去から現在に至るまで、常に高い目標を掲げ、継続
的に環境活動に取り組んできました。
　現在掲げている「環境ビジョン2050」も、実現できる／でき
ないの視点ではなく、エプソンが「ものづくり企業としてやり遂げ
なければならないこと」を描いています。持続可能な社会の実現に
向けて求められる活動は地球規模に及ぶため、一企業の事業
活動における環境負荷の低減だけで貢献できることは限られます。
そこで「環境ビジョン2050」には、エプソンのテクノロジーや商品・
サービスを基盤に、さまざまなパートナーとシナジーを創り出し、
より良い社会のために役割を果たすことをアクションとして明記
しています。

■ これまでの80年、これからの80年も社会とともに歩むために描く理想の姿

■ 環境ビジョン2050

環境戦略

環境戦略／技術開発戦略

詳しくは
Webへ

2050年に「カーボンマイナス」と
「地下資源*1消費ゼロ」を達成し、

持続可能でこころ豊かな社会を実現する

達成目標

アクション

*1 原油、金属などの枯渇性資源
*2 SBTイニシアチブ（Science Based Targets initiative）のクライテリアに基づく科学
的な知見と整合した温室効果ガスの削減目標

エプソンはマテリアリティとして「循環型経済の牽引」を掲げました。資源の消費や廃棄を拡大させ続ける経済の在り方は、地球環境や人間社会に
深刻な悪影響を生みます。閉じられた有限な空間である地球環境という基盤の上に人間社会があり、そこで経済活動を展開することを考えたとき、
社会を持続可能なものにしていくには、経済を循環型にしていくことが必要です。循環型経済の具体的な姿とその実現方法は検討途上の部分も
ありますが、「脱炭素」と「資源循環」がその必要条件であることは間違いありません。
環境ビジョン実現に向けたロードマップを描く過程で直面している大きな課題は、お取引先様が納入する原材料や、お客様がエプソン製品を使用

する際の電力の改善です。これらは、私たちだけで成し遂げることは困難な領域であり、社会全体で同じ認識の下に、目標を共有し、高いレベルの
達成を目指すことが重要だと考えます。そのためには、自らの事業活動を循環型なものにするのはもちろんのこと、サプライチェーンにおける連携や
オープンイノベーションを通じて、さまざまなステークホルダーと共に経済の在り方を見直す取り組みを行います。そして、多様な課題に対して
共同で知恵を出し合いながら解決していくことを目指します。

■ 循環型経済への取り組みを加速する

パーパスや環境ビジョン2050と整合し、エプソンならではの価値を示す表現として
「Engineering Precision. Innovating Sustainability.」を新たな環境メッセージ
として制定しました。これは「自然環境の尊重」という企業行動原則の下、私たちが
培ってきた技術を進化させ、持続可能な未来を実現していく姿勢を表しています。● 商品・サービスやサプライチェーンにおける環境負荷の低減

● オープンで独創的なイノベーションによる循環型経済の牽引
と産業構造の革新

● 国際的な環境保全活動への貢献

● 2030年 ： 1.5℃シナリオ*2に沿った総排出量削減
● 2050年 ： 「カーボンマイナス」「地下資源消費ゼロ」

環境メッセージ
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　「Epson 25 Renewed」における「環境」への取り組みは、
マテリアリティの「循環型経済の牽引」にひもづいています。「『脱
炭素』と『資源循環』に取り組むとともに、環境負荷低減を実現する
商品・サービスの提供、環境技術の開発を推進する」ことを掲げ、
これら4つのテーマを推進します。
　「環境」の取り組みは早急な着手とともに、長期間にわたる継続
的な取り組みが必要です。エプソンでは長期ビジョン 「Epson 25 
Renewed」に加え、その先の目指す姿「環境ビジョン2050」をも
見据えて事業活動を展開しています。

■ 長期ビジョン「Epson 25 Renewed」環境の取り組み

　2050年までにカーボンニュートラルを超えたカーボンマイナス、さらに地下資源*3の消費ゼロを掲げ取り組みを進めています。こうした目標に
向かってどのように進むのか具体的なシナリオを描いたものが、「中期環境活動計画」です。「Epson 25 Renewed」の目指す成長領域や新領
域の事業拡大に伴い、サプライチェーンにおけるGHG排出量や資源使用量は増加します。そこで環境戦略と事業戦略を両立させた「環境価値
創出シナリオ」を全事業で策定し、2050年目標達成のロードマップとして各種施策を展開していきます。

■ 環境ビジョン2050達成までのロードマップ

■ 「Epson 25 Renewed」環境の4つの取り組み

1 脱炭素 2 資源循環

3 お客様のもとでの環境負荷低減

4 環境技術開発

再生可能
エネルギー活用

サプライヤー

「環境配慮型の工場」

「商品の長期使用」
リファービッシュ
リユース

「資源の有効活用」

小型軽量化
再生材活用

「環境配慮型の商品・装置」

IJP

LP IJP

印刷のデジタル化

生産装置の小型化

ドライファイバーテクノロジー応用
天然由来素材（脱プラ）

原料リサイクル（金属、紙）

　2023年度からは、環境ビジョンの実現性をより高め、気候変動
などに対する戦略のさらなるレジリエンス強化に向け、地球環境
戦略推進室の新設（全社環境戦略の立案と推進）とテーマ別環境
部会を設置しました。これらの組織と事業部との連携強化により、
環境活動を加速させます。

地球環境戦略推進室

環境部会

事業部
(環境価値創出シナリオの策定と推進)

社長

取締役会議／経営会議

環境戦略定例会
● 社長
● 地球環境戦略推進室長（議長）
● 環境部会
　・ 戦略オーナー（担当役員）
　・ 部会責任者（部長）
　・ 事務局（地球環境戦略推進室）

環境技術開発部会

環境ビジネス部会

環境コミュニケーション部会

環境DX部会

Scope3戦略部会

全社横串テーマ部会
（Scope 1・2・3）

施策実現に向けた体制の強化・構築

再エネ化完了

スコープ1・2ゼロ

27%

サステナブル資源率
100%

1.5℃シナリオ
（年4.2%削減）

【社会動向注視】
脱炭素燃料（グリーン水素、メタネーションなど）
マスバランス方式
技術開発：CO₂吸収・DAC（分離膜、固定化）
SBT／ネットゼロ基準

・90%以上排出削減
・CO2除去
＝カーボンマイナス

＝地下資源消費ゼロ

2050年2023年

総量削減

脱炭素

資源循環

共通施策

お客様の
もとでの

環境負荷低減

● スコープ1（燃料系） ： 電化、低炭素燃料転換
● スコープ2（電気） ： 2023年再エネ化完了

● 主要材料（プラ・金属）の循環資源化

● 商品小型・軽量化、消耗品・交換部品の削減
● 商品省エネ化
● 戻入品再販売、使用済み製品再整備、リフィル
● 長期使用ビジネスモデル化
● サプライヤーエンゲージメント（再エネ・再生材）
● 生産ロス極小化、温暖化物質削減

● 社会の環境負荷低減に資する
　エプソン製品・サービスの拡大

G
H
G
排
出
量

資
源
使
用
量

基準年基準年

・再エネ自己調達拡大
・サプライヤー再エネ導入率
・電力係数改善　など

・プラ再生材・バイオマス化
・金属再生材
・再生利用、リフィル　など

独自技術の強み
×

環境技術開発
×

共創で実現

削減貢献量の最大化

環境戦略／技術開発戦略

→「脱炭素」「資源循環」「お客様のもとでの環境負荷低減」の取り組み事例は、P.44を参照
→「環境技術開発」の取り組み事例は、P.46を参照

*3 原油・金属などの枯渇性資源

埋め立て産業廃棄物を削減

金属精錬工場（新工場） 金属粉末製造工場

原料

不要な金属を原料として再資源化する金属精錬工場
（エプソンアトミックス：2025年に稼働予定）

溶解・精錬し、
インゴット（原料）を製造

規格外粉末

高機能
金属粉末

建築鉄材など
（市中より）

製品金型など
（グループ内より）

規格外粉末を再利用

中級スクラップを原料に転換

埋立廃棄物

・排水汚泥
・金属粉末くず
 （再利用不可品）など

■ 中期環境活動計画の主要な施策
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　エプソンはさまざまな資源を投入して、商品・サービスのライフサイクルにわたる事業活動を行う過程で、温室効果ガス（GHG）を
はじめとした排出物を大気・陸域・水域へ排出しています。バリューチェーンを含む事業活動全体の環境負荷の把握に努め、負荷低減
に向けた活動を推進しています。
　2022年度は、各種削減施策を推進した結果、おおむね目標を達成しました。今後水資源に関して、単純な使用量削減にとどまらない
サプライチェーンを含めた中長期的な水リスクを踏まえた定性目標も検討していきます。

■ 事業活動での環境負荷低減

695,665MWh

再生可能エネルギー

2,019千m3

水リサイクル

バリューチェーンにおける活動

原材料調達
42%

製品使用
34%

設備投資
8%

2,327
千t-CO2e

スコープ3
GHG排出量

その他
9%

輸送
8%

エプソンの事業活動

　水関連リスクは、グローバルに影響を及
ぼす気候関連リスクと異なり地域による課
題となる特徴があります。評価ツールを用
いた各拠点の水リスク分析結果と実際の
拠点の状況確認に加え、世界自然保護基金
（WWF）ジャパン様や地域の行政機関と
のヒアリングを重ね、課題に対応した中期
的な取り組みと目標設定に向けて検討を
開始しています。加えて、水関連の環境
課題を解決する製品の市場成長を機会
とし、対応する製品の創出を目指します。

水資源目標の検討

削減貢献量*5 297 千t-CO2e

スコープ3
事業利益原単位*4 1.85

Output

スコープ2
40%

スコープ1
60%

河川
41%

下水道
59%

廃棄量
7%

再資源化量
93%

235
千t-CO2e

GHG排出量

7,404
千m3

排水量

33.5
千t

排出物

商品出荷量 176千t

削減実績

60%削減 235千t-CO2e
目　標 ： 2025年度に2017年度比
 34%削減
目標値 ： 391千t-CO2e

スコープ1、2 GHG排出量（総量）

45%削減 1.85
目　標 ： 2025年度に2017年度比
 44%削減
目標値 ： 1.90

スコープ3 GHG排出量
（事業利益原単位）

2.5%増加 8,240千m3
目　標 ： 前年度以下
目標値 ： 8,041千㎥

水使用量

1.0%増加 33.5千t

目　標 ： 前年度以下
目標値 ： 33.2千t

排出物排出量

*4 事業利益当たりのスコープ3（カテゴリー1、11）のGHG排出量（単位：千t-CO₂e/億円）
*5 第三者のGHG排出回避量を推定：従来の製品や作業プロセスにエプソンの製品を導入したことによる削減
貢献量を算出（フローベース）。実際の削減量とは異なります。

　①レーザープリンターからインクジェットプリンター 　②フラットパネルディスプレイからレーザー光源プロジェクター
　③アナログ捺染からデジタル捺染　④デジタル捺染の染料インクから顔料インク
　⑤市販の再生紙から乾式オフィス製紙機の再生紙　⑥射出成形機から小型射出成形機

■ マテリアルバランス（2022年度）

環境戦略／技術開発戦略

洪水
リスク

水質悪化
リスク

水課題解決
ビジネス機会

水不足
リスク

施策
目標

社会的要求

Input

梱包材   35千t
再生樹脂   2千t

商品回収量   26千t

燃料
28%

電力
72%

1,227,791
MWh

エネルギー

8,240
千m3

水

地下水
9%

上水
91%

209
千t

原材料

樹脂
41%

その他
15%
電子
部品
8%

金属
16%

紙・木材
20%
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お客様のもとでの環境負荷低減

脱炭素 資源循環

■ 地下資源消費ゼロに向けて
　私たちが利用する資源は自然資本と呼ばれ、「地下資源」「非生物フロー*7」「生態系資本」で構成されます。
　地下資源の採掘は生物圏の破壊につながります。また、採掘した資源を工業製品として使用する際に
は、多くのエネルギーを消費し、CO2を排出します。
　エプソンは自然資本の使い方を抜本的に変えていきます。地上に掘り出した地下資源を「地上資源（循環
資源）」として活用することで新たな地下資源消費を減らし、2050年までに地下資源消費ゼロとする事業
活動を作り上げます。生態系資本は使いすぎることなく適切な使い方をすれば枯渇することのない資本です。
投入する資源の総量を減らし、捨てるものをなくし、サステナブル資源の利用率*8を100%にすることに
より、地下資源消費ゼロの達成を目指します。

再整備プログラムとリファービッシュ品（認定整備済み製品）の提供により、廃棄削減と資源の有効利
用を図ることで、地上資源を最大限活用し、地下資源に依存しない循環型経済へ貢献します。
例えば、サイン・ディスプレイ市場向けのエコソルベントインク搭載プリンター「SC-S80650」を、現在

お使いのお客様には引き続き長期にわたりご使用されることで環境負荷低減に貢献いただくとともに、
新たに購入を希望されるお客様にはメーカー保証により新品同様の品質を担保しながら環境負荷の
低い商品をお選びいただけます。

長期使用可能な商品・サービスの提供

詳しくは
Webへ

バイオマス発電事業化支援（インドネシア）
　PT. Indonesia Epson Industryは、2022年7月から使用電
力の全てを再生可能なバイオマスエネルギーを燃料とする発電に
切り替えました。従来は天然ガスと石炭の
混合物を燃料とした電気の供給を受けて
いましたが、電力会社への働きかけを通じ、
まず100％天然ガスに転換。その後も、
バイオマス事業化を支援し、PKS（アブラ
ヤシ殻）とウッドチップの燃料によるバイオ
マス発電の供給が実現しました。

■ 事業成長による社会課題の解決
環境の4つの取り組みの中でも「お客様のもとでの環境
負荷低減」は、エプソンの成長戦略であり、社会への価値創出
を目指すものです。例えば、レーザープリンターからインク
ジェットプリンターへのシフトや、アパレル・テキスタイル
製造工程におけるプリントのデジタルへの置き換えを促す
ことで、環境負荷の低減につなげます。また、「小さいものを
小さくつくる」小型射出成形機など、環境配慮型の製品や
装置の開発・提供をさらに推進します。

■ エプソンの小型射出成形機と他社射出成形機
　（30トン平均）の比較によるCO₂削減効果*6

■ 地下資源消費ゼロに向けたエプソンの資源利用イメージ 

■ 原材料調達時における、新たな商品・サービスと従来の比較

*7 太陽・風・水・地熱など、再生可能で非枯渇性なもの
*8 原材料に対するサステナブル資源（再生可能資源＋循環資源＋低枯渇性資源）の比率

SC-S80650

環境戦略／技術開発戦略

■ 使用電力の100%再生エネルギー化を推進
　再生可能エネルギーの活用を脱炭素の目標達成に向けた重要なテーマに位置付け、エプソングループ
全使用電力の2023年中の転換完了を目標に掲げています。これは環境の先進企業のありたい姿として
達成時期を大きく前倒したもので、2021年11月には国内拠点で再生可能エネルギーへの転換を完了
させ、その後海外の製造拠点を中心に、転換を進めてきています。
　エネルギー価格の高騰や再生可能エネルギー需要の急拡大に加え、国際イニシアチブRE100の
基準改定を受け、持続的な調達課題も明確になってきました。国内では、地域の再生可能エネルギーの
普及拡大を目指す産官共創の取り組みを進めるとともに、さらなる再生可能エネルギーの安定供給の
確保のため、自家発電量の最大化に向けた中期計画を実行していきます。

■ 再生可能エネルギー活用実績と計画（電力量）
（GWh） （%）

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

859 877 880 863 872

10090

79
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再生可能（海外）

再エネ活用率

（年度）
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876

地下資源 
サステナブル資源（持続可能な資源）

枯渇性が高い資源 枯渇性が低い資源 使用済み資源を原料として
循環利用する資源

管理状況下で永続的な
資源から作られた素材

【鉱物・化石燃料】
（金属、プラスチックなど）

【無機物（土石）】
（ガラスなど）

【再生材】
プラスチック、（  金属、紙など  ）

【生態系資本】
木材・紙、バイオマス（   プラスチックなど  ）

投入資源の
総量を減らす

循環資源に
置き換える

資源を
捨てない

小型・軽量化
製品の長期使用
回収リサイクルなど

再生材
バイオマス

生産ロス極小化
在庫縮小
埋立ゼロ

枯渇性
資源

低枯渇性
資源

循環
資源

再生可能
資源

新 品 再整備プログラム リファービッシュ品
従来 新たな商品・サービス

*9 継続使用する部品質量の割合。詳細は、裏表紙へ*6 算出条件は、裏表紙へ

省エネルギー

省スペース 廃プラスチック

AE-M3／M10
CO2削減
78%

（年間約41トン）
新規で

原材料等を調達

交換部品を調達

約93％*9の部品
継続使用

使用終了機体の回収

交換部品を調達

約８６％*9の部品
継続使用

お客様

再整備プログラム・リファービッシュ
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「Epson 25 Renewed」では、まず社会課題があり、その課題解決にはどんな技術が必要か、と
いう考え方を徹底し技術開発を行っています。
エプソンは創業以来、「省･小･精の技術」に代表される優れた技術を持ち、それをどう社会に役立て
ていくか、という考え方で価値を提供してきました。省・小・精の技術は、MEMS、精密加工、分析
CAE、環境材料、AIの基盤技術、そこから生み出された、マイクロピエゾ、ドライファイバー技術、
ロボティクス、マイクロディスプレイ、センシング、半導体・水晶、超微細精密加工技術に代表される
コア技術・製品技術があります。
エプソンは、「より効率的に」「より小さく」「より精緻に」にこだわり、将来の新たな顧客価値につな
げていきます。

技術開発戦略

エプソンは、社会課題を起点に、自社が貢献できるマテリアリティを特定し持続可能でこころ豊かな
社会を実現します。
技術開発を早く前進させるために、現状把握の中で、「クリアできなければ企画が成り立たない 
課題」をボトルネックとして抽出し、目的達成に向け複数のシナリオを準備しておく手法に取り組んで
います。ボトルネックの抽出には、顧客・技術・事業性の観点を入れ、商品化プロセスの全体像を描く
中で、なぜ、ボトルネックとなっているのかを考察し、解消する方法を考えます。また、複数シナリオの
考え方は、開発に成功した際の成果が最も大きく見込め、最優先で取り組むべきものをプランAとしな
がらも、QCDいずれかの達成レベルは下がるが、実現の障害が軽減され主目的を達成できるものを
プランB、Cとしてあらかじめ考え、商品化・事業化にたどり着くための近道として同時に想定します。
ボトルネック解消の具体策は、社外パートナーとの
共創・協業も含め検討しています。

■ 社会課題を起点とした技術開発を推進する ■ 開発のボトルネックを明確にし、ありたい姿へのシナリオを複数考え、
  確実に商品化・事業化につなげる

環境戦略／技術開発戦略

より
効率的に

省

より
小さく

小

より
精緻に

精

基盤技術

● AI*3

● MEMS*1

● 精密加工

● 分析 CAE*2

● 環境材料

新
た
な
顧
客
価
値

社
会
課
題

コア技術・製品技術 

● マイクロピエゾ

● ドライファイバー
　技術

● ロボティクス

● マイクロディスプレイ

● センシング

● 半導体・水晶

● 超微細精密加工技術

○ 新たなコア技術

省・小・精の技術
こだわり
（提供価値）マテリアリティ

循環型
経済の
牽引

生活の質
向上

産業構造の
革新

2050年
環境ビジョン
2050

2030年
SDGs

③あ
りた
い姿
への
道筋（

シナ
リオ
）

長期ビジョン
Epson 25
Renewed

2025年

プラ
ンA

プラ
ンB,
C

生活の質向上

循環型経済の
牽引

（ありたい姿）

①
持続可能で
こころ豊かな
社会の実現

産業構造の
革新

顧客

技術

事業性
「省・小・精の技術」

②現状把握

ボトル
ネック

① 将来実現したいありたい姿を描く
② ありたい姿を、「顧客」「技術」「事業性」の観点で考え抜き
    ボトルネックを明確化する
③ ボトルネックを解消するシナリオを描き、迅速に実行する

省

小精
Efficient

CompactPrecision

*1 MEMS ： Micro Electro Mechanical Systems
*2 CAE ： Computer Aided Engineering
*3 AI ： Artificial Intelligence 45
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ヘルスケアイメージング 素材判別イメージング

PET

PEPP
PP

PS

PE

微量物質イメージング

横・竪型小型射出成形機ラインアップ

オンデマンド
モールド金型サービス

▶資源循環の実現
　ドライファイバーテクノロジーによる古紙リサイクル技術を機器の
吸音材・緩衝材へ社内応用を広げながら、新たに衣類の縫製端材
（コットン）を用いた社内応用を実現しています。
▶循環素材の開発
　戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）*1や、パラレジンジャパン 
コンソーシアム*2参画などによるバイオマスプラスチックの開発に
取り組んでいます。

▶共創の推進
　循環型経済の牽引をしていくために、積極的にパートナーとの共創を
進め、新たな価値を創造していきます。

■ 社会のありたい姿を
  実現する技術開発

持
続
可
能
で
こ
こ
ろ
豊
か
な
社
会
の
実
現（
あ
り
た
い
姿
）

循環型経済の牽引（環境技術開発）
脱炭素、脱地下資源、資源循環の実現に向けた開発を推進

▼地上資源が循環する社会

▼パーソナライズされたサービスで、こころ豊かな生活

▶小型射出成形機
　独自のディスクドライブシステムにより、省スペースで省エネ、高効率
な精密射出成形を提供します。

▶オンデマンドモールド金型サービス
　独自の特殊金型材料と金型製造技術を組み合わせた、短納期なモー
ルド金型（最短３日）で部品の試作・製造効率を高めます。

▶ものづくりを革新する3Dプリンター
　汎用プラスチックからエンジニアリングプラスチック、金属まで幅
広い材料対応力で開発・試作効率を高めます。

産業構造の革新
サプライチェーンをミニマイズする生産ソリューションで産業構造を革新

生活の質向上
エプソン固有のセンシング技術で新たなイメージング市場を創出

▶ヘルスケアイメージング
　小型・高感度な超音波MEMSで、これまで見えなかった身体の動きを可視化し、パーソナライズされた 
健康指導、トレーニング指導などを支援します。

▶素材判別イメージング
　分光カメラ・測色器技術を発展させることで、樹脂製品の素材判別などの用途拡大を図ります。 
▶微量物質イメージング
　水晶・MEMS技術・光制御設計技術をベースに、有機物やウイルス・菌などの微量物質分析を可能
にし、 農業分野などの新たな顧客価値を提供します。

3Dプリンター

より
効率的に省

より
小さく小

より
精緻に精

こだわり
（提供価値）

再利用
素材

加工用
素材

資源（原料）

回収
分別

2023日本パッケージングコンテスト
ジャパンスター賞、包装部門賞受賞
（写真は、包装部門賞受賞作品）

繊維化

社会
価値

社会
価値

環境戦略／技術開発戦略

▼必要なものを、必要なときに、必要な場所で
    必要なだけ生産する、小さなサプライチェーン　

社会
価値

3Dプリンター

小型射出
成形機

助手席のスペースで
簡単操作。
どこへでも行けて
どこでも作れる。

*１ 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP） ：
内閣府総合科学技術・イノベーション会議が
司令塔となり、府省の枠や旧来の分野を超え
て、科学技術イノベーション実現を目指す国家
プロジェクト

*2 パラレジンジャパン コンソーシアム ： パラミ
ロン等に由来するバイオマスプラスチック事
業に関する検討を行い、市場の早期創生と
シェア獲得に向け、有機的な連携を図るコン
ソーシアム
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■ パーパスに基づく成長戦略ストーリーを支える知的財産戦略
知的財産本部は、パーパスに基づく長期ビジョンが目指す「持続可能でこころ豊かな社会」の実現のため、
経営・事業部・開発部門・戦略部門と密接に連携し、あらゆる知的財産を事業成長の支援のために主体的 
（Proactive）に活用することにより、知的財産を企業価値に変換し、そのたゆまぬ活動の展開によって、企業価値
の持続的成長の実現を支援しています。
例えば、エプソンの競争優位の源泉の一つに創業以来培われてきた超微細精密加工技術があります。独創の

マイクロピエゾプリントヘッドは、この微細加工技術によって磨き上げられただけでなく、当社の強力な知的財産に
よる保護のもとで、自社の豊富なラインアップのプリンターへの搭載、さらには積極的な大規模設備投資による量産化
が実現し、ラインアップ拡充による事業成長が進んでいます。また、プリントヘッドの外販も可能となりました。商業・産業
分野のさまざまなお客様に当社プリントヘッドを利用いただくことが、デジタル印刷市場の拡大につながっています。
さらに、スタートアップへの出資やオープンイノベーションによる第三者との共創による、ポテンシャルの高い新規
市場の開拓も、知的財産面からの支援により加速しています。
このように、知的財産を基盤とすることにより、ビジネスの好循環が実現され、研究開発へのさらなる投資が
可能となり、当社プリントヘッドは格段の進化を遂げて、その競争優位性を持続的に高めることができるのです。
すなわち、このような成長戦略ストーリーを支えるもの、それが私たちが創出する知的財産なのです。

■ エプソンの知財戦略推進体制
エプソンでは、独自のコア技術を守るための開発戦略や事業戦略と連動した知的
財産戦略を策定するにあたり、事業ごとの「事業部長／開発本部長、知的財産本部長
による２者懇談会」を開催し、必要に応じて「社長、事業部長／開発本部長、知的財産
本部長による３者懇談会」も開催しています。
また、知的財産戦略については定期的に取締役会で報告・議論し、戦略に反映して
います。直近の取締役会では、これまでの新規ビジネス創出支援での取り組み実績
を踏まえ「Epson 25 Renewed」の実現に向けた今後の活動の方向性について確認
されています。
こうした経営層との密なコミュニケーションを通じて、エプソンの知的財産戦略は、
不確実性が高く、変化が激しいビジネス環境に素早く適応できる体制になっています。

知的財産戦略

執行役員
知的財産本部長

小林 利彦

特許 意匠 商標 契約 ノウハウ ブランド

パーパス

超微細精密加工技術

大規模設備投資 積極的な開発投資

エレファンテック株式会社

スイスiPrint研究所との協業

インクジェットイノベーションラボ富士見

スタートアップ出資
オープンイノベーション

ヘッド外販 商業・産業 オフィス ホーム

プリントヘッドの進化
第3世代    PrecisionCore

第2世代    MACH：積層ピエゾ

第1世代    ペースト焼結ピエゾ

共創による新規市場開拓 ヘッド外販による市場拡大 豊富な自社商品ラインアップ

知的財産

詳しくは
Webへ

知的財産
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「Epson 25 Renewed」においては、全て自前主義でやるのではなく、互いに理解・協力し合える
パートナーと共に新たな価値をスピード感を持って創造する「共創」を重視しています。
共創を円滑に進めるには、エプソンとパートナーにおいて、互いにとって望ましいビジネスの枠組みを
構築することが重要です。その一方、共創において創出される知的財産の取り扱いは、パートナーが
スタートアップ企業の場合、ことのほか争点になりやすく、共創によるイノベーション創出の阻害要因
になることがあります。
そこで、エプソンでは、共創に関わる技術契約を支援する専任のチームを知的財産本部内に設け、
共創スキーム検討の初期段階から、当該チームがワンストップで支援をする体制を整えています。
また、近年では、価値ある知的財産であるデータを活用したデータ利活用ビジネスや急速に進化する

ＡＩを活用したビジネスの検討も進んでいることから、当該データ利活用ビジネスやＡＩ活用ビジネスと
その契約形態を類型化し、類型に応じて迅速に関係者と契約が締結できるようにしています。

（2）共創・DX支援

■ 共創パートナーとの共創スキームの構築を契約面からサポート

エプソンは、ブランドを構築するには①他社と差別化された独創性②一貫したブランドコンセプトを
継続的にお客様に発信する一貫性・継続性、が重要と考えています。
①独創性について、エプソンでは、商品の独創技術および独創デザインのプロモーションにおいて、

それらが知的財産権により保護されていることを紹介することで、商品のオリジナリティーの訴求を行って
います。②一貫性・継続性については、上記の独創技術や独創デザインに対して商標権を取得し、独創
技術や独創デザインを技術ブランド化、デザインブランド化することで、お客様に一貫してブランド
コンセプトを継続的に発信しています。
例えば下の写真は、意匠権を活用した営業支援の事例です。大判プリンターの設置レイアウトを意匠
権で保護することで、お客様となるクリエイターに安心してお使いいただけることを訴求しています。
このようなエプソンの知的財産権を用いた営業支援活動は、社内外で高い評価を受けており、
令和5年度知財功労賞「特許庁長官表彰」も受賞しています。

（3）ブランド支援

■ 知財ミックスを活用したブランドプロモーション（営業支援）

センサーデバイス

データ

パートナー

①データの取得 ②データの解析／情報の分析

③加工④ソリューションの提供

エプソン

ソリューション
パートナーの
顧客

（1）イノベーション支援

■ 事業戦略・開発戦略を方向付けるIPランドスケープ
エプソンの知的財産活動は、自社の知的財産を活用して、持続的な競争優位性を確保する活動に加え、他社と当社が持つ知的財産を掛け合わせ
て新たな事業創出を方向付ける取り組みを始めています。社会における技術開発動向やそこへの各社の取り組み状況、さらにはその技術開発に関連
する当社の強み・弱み、などを俯瞰的にひもづけて分析するIPランドスケープを通して、当社が取り組むべき領域や技術開発の方向性を見極めています。
このような活動の一環として、知的財産本部では、スタートアップへの出資を判断するに際して、スタートアップ企業が保有する知的財産の価値評価を
行っています。例えば、右図は、脳波を活用したBCI（Brain Computer Interface）技術開発のスタートアップであるNeurable, Inc.が、競合他社と比較して
価値の高い特許ポートフォリオを有していることを評価した事例です。このような知的財産の評価が、エプソンが設立したCVC（コーポレート・ベンチャー・
キャピタル）であるエプソンクロスインベストメント株式会社の出資判断の際に考慮され、2023年4月にNeurable, Inc.への出資が決定されています。

■ データ利活用ビジネスの一類型 ■ 大判プリンター SC-P8550Dのレイアウト意匠権取得例

エプソンは、知的財産を基盤として新たなビジネスの好循環を引き起こし、知的財産を企業価値に変換し、企業価値の持続的成長を実現するため、
知的財産に基づく(1)イノベーション支援、(2)共創・DX支援、(3)ブランド支援の活動を展開しています。

円大きさ ： Patent Asset Index（知財ポートフォリオの総合力）

質的価値

高

低

量的価値 高低

Neurable, inc.

* LexisNexis PatentSightを使用し、当社作成
* Patent Asset Indexは特許総価値

■ 知的財産戦略
知的財産戦略
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常務執行役員
生産企画本部長

渡辺 潤一

サプライチェーン戦略

経営理念、企業行動原則の実現、社会課題の解決に取り組むため、中長期のサプライチェーンにおけるCSR重点施策項目を戦略的に定めて
います。「人権」と「持続可能性」という大きな二側面からアプローチしています。

■ サプライチェーンにおけるCSR戦略

エプソンの人権方針は、国連「ビジネスと人権に関する指導
原則」やRBAの行動規範などの国際的な要請に準拠し、自社の
事業運営のみならずサプライチェーンにおける人権尊重への
コミットメントや人権課題への対応を掲げています。
根底にある課題や目的を理解した上でサプライヤー各社に

自発的に取り組んでいただくことが重要であり、また、刻々と変化
する社会要請をキャッチアップしていくことが肝要です。この
ため、人権セミナーや、SAQで検出された人権課題への是正
支援などを通じて、サプライヤーとの対話を丁寧に行っています。

トピック 人権課題への挑戦

エプソンは、経営理念の根底に流れる「信頼経営」の思想に基づき、企業行動原則にのっとってサステナビリティ活動を推進することにより、社会
課題の解決への貢献と企業の持続的成長を目指しています。事業活動を行うそれぞれの国・地域において法令を遵守することはもとより、SDGsや
Responsible Business Alliance(RBA)行動規範などの国際的な社会規範を尊重しています。さらに、国連の「ビジネスと人権に関する指導
原則」にもあるように、エプソンの責任は、エプソンのバリューチェーンにも及びます。ありたい姿「持続可能でこころ豊かな社会の実現」をもとに、
「持続可能性」と「人権」という視点でサプライチェーンCSRを推進しています。また、部材の調達難、世界的な物流機能の停滞など、バリュー
チェーンにおいて生じるさまざまな課題への対応においても、ビジネスパートナーの協力が不可欠であり、パートナーシップの強化に努めています。
エプソンは、ビジネスパートナーとの公平公正・共存共栄を基本姿勢とし、ビジネスパートナーの理解と協力をいただきながら、責任あるサプライ
チェーンを構築していきます。

■ 責任あるサプライチェーンの実現

■ サプライヤーガイドライン
エプソンは「エプソングループサプライヤーガイドライン」において、品質、価格、納期の取引基本事項、貿易管理やセキュリティー確保を含む

コンプライアンスに関わる事項、環境への取り組みなどを要請しています。
また、ガイドラインの一部である「サプライヤー行動規範」は、RBA行動規範に準拠した、労働・安全衛生・環境・倫理・マネジメントシステムを
要求事項としています。RBAの要求は、現地法の遵守はもとより、RBAの要求・水準が現地法よりも厳しい場合には、RBA基準の遵守を求めており、
サプライヤーが所在する各国・地域の法律の定めの有無、水準、労働慣行に関わらず、
一定の管理水準を担保しています。
ガイドラインは、RBA行動規範の改定時などに見直しを行い、全てのサプライヤーの
皆様に周知するとともに、主要なサプライヤーより同意書を提出していただいています。

サプライヤー向け
人権セミナー 通報制度

■ 活動テーマ
エプソンは、世界中のお客様に製品をお届けする責任を果たすため、強靭かつ柔軟性のあるサプライ
チェーンの構築が重要であると考えています。責任あるサプライチェーンの実現をサステナビリティ重要
テーマに掲げ、BCM（事業継続マネジメント）、CSR、責任ある鉱物調達を主要な活動テーマとして、計画的
かつ全社活動として取り組んでいます。 BCM CSR 責任ある

鉱物調達

責任あるサプライチェーンの実現

社会的責任の遂行

サプライヤーとサプライヤーの従業員
が利用できる通報制度を構築し、通報を
受け付け、必要な対応（是正）を行って
います。

2022年に次いで、2023年2月に、外部
講師によるセミナーを実施しました。
（参加サプライヤー約300社）

ディーセントワークの推進 安全な働く環境の確保 責任ある鉱物調達の実現 環境負荷低減
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■ 責任ある鉱物調達

■ 3TG調査結果（2022年度）

調査票回収率

CFS認定製錬所数

特定製錬所数

タングステン

37

52
合計

99%

229

349
タンタル

34

36
金

95

175
スズ

63

86

サプライチェーン戦略

エプソンは、多面的にサプライヤーを評価するプログラムを実施しています。外部
信用調査機関の情報に基づく「間接評価」と、サプライヤー自身が自己評価をする「直接
評価」があります。サプライヤーの自己評価としては、①品質（Q）、価格（C）、納期
（D）、環境（E）、マネジメントシステム（M）、情報セキュリティー（S）の管理レベルの
評価、②サプライヤー行動規範（RBA行動規範）の遵守状況を評価するCSR詳細
評価、③有事の際の対応力を評価する有事対応力評価、④火災などの有事発生リス
クへの対応状況を評価する安全管理評価を実施しています。
CSR詳細評価は、「サプライヤー行動規範（RBA行動規範）」の遵守状況のセルフ

アセスメント（SAQ）を起点として、是正活動、監査などを行うデューデリジェンス
プログラムです。2022年は、主要サプライヤーとして、直接材サプライヤーと、間接材
サプライヤー（構内常駐業者、人材エージェント、委託倉庫、コールセンター）について
ワールドワイドにCSR詳細評価を実施し、ハイリスクサプライヤーはありませんでした。
全てのサプライヤーのローリスク化（2025年目標）を目指して、RBA行動規範の教育
や、是正活動の助言など、サプライヤーにおける活動を継続支援しています。

■ CSR

COVID-19感染拡大、世界規模の半導体不足、コンテナ
不足など、サプライチェーン途絶リスクは、われわれの予想
をはるかに超えるものでした。さらに、ロシア・ウクライナ紛
争の長期化、さまざまな地域に潜在する地政学的リスク・
災害リスクなど、サプライチェーンを取り巻く環境における
リスクは解消されておらず、むしろ、その規模や範囲は増し、
深刻化していると言えます。
エプソンは、高度化・複雑化するサプライチェーンに起

こりうる有事・リスクに耐えられる、より強固なサプライ
チェーンを確立するため、「機能分散」 「代替手段確保」 
「強靭化」 を基本的な考え方として定め、サプライチェーン
上の機能を5つに区分し、それぞれに設定した重点項目を
強化しています。
また、エプソンは、お客様に対する製品・サービスの供給
責任を全うし、事業の被害損失を最小限に抑えることを目的
として、BCP（事業継続計画：Business Continuity Plan）
を策定し、BCPを適切に維持・改善するための「サプライ
チェーンBCM（事業継続マネジメント）」を推進しています。

■ BCM

サプライヤー機能

サプライヤー

調達機能 生産機能

生産拠点 顧客

販売機能

販売拠点

物流機能

サプライヤー

調 達

生 産

販 売

物 流

有事対応力評価、安全管理評価など、サプライヤー自身に供給継続力を
強化いただく働きかけ

調達先複社化、代替調達品確保、長期調達契約、パートナーシップ強化、
部品・原材料の在庫保持　　* 材料や部品（直接材）および間接材も対象

分散生産体制の強化、ファシリティの強靭化、感染症予防対策の強化、
製品在庫の確保

オペレーション拠点・人的資源・ITのバックアップ体制確保

船会社との交渉・関係強化による枠取り、出荷計画の管理精度向上、
物流手段（輸送業者・輸送ルート・倉庫機能）の複数化

重点項目機能

0

20

40

60

80

100
（％）

2022 2025

目標

（年）2020

84%

16% 9%

91% 100%

2021

9%

91%

ハイリスクローリスク ミドルリスク

コンゴ民主共和国（DRC）または隣接国のような紛争地域、
高リスク地域におけるスズ、タンタル、タングステン、金の採掘や
取引から得られる利益は、重大な人権侵害を引き起こす武装
勢力や反政府勢力の資金源となっています。また、DRC南部の
コバルト鉱山は児童労働の温床となっていると指摘されてい
ます。鉱物の採掘および取引は社会および環境への負の影響
を伴うものであると考えています。エプソンは、人権侵害、環境
破壊に一切関わらないことを企業方針とし、紛争地域、高リスク
地域からの鉱物の調達において、いかなる人権侵害も容認しま
せん。また、人権侵害を行う相手先とのビジネス関係の構築や、
社会経済や環境の悪化につながる行為に加担しません。
エプソンは、社内体制を構築し対応するとともに、責任ある
鉱物調達の推進に取り組むResponsible Mineral Initiative
（RMI）に加盟しています。また、サプライヤーに対しては、責任
ある鉱物調達方針への支持とともに調査への協力を要請して
います。
エプソン製品に使用される部品・材料について、経済協力
開発機構（OECD）発行の「紛争地域および高リスク地域からの
鉱物の責任あるサプライチェーンのためのデューデリジェンス・
ガイダンス」に従ったプログラムにより調査を行っています。
調査回答が、「RMIのResponsible Minerals Assurance 
Process（RMAP）で認証された製錬・精製業者」（CFS）からの
調達を確認できない場合には、サプライヤーやRMIとも協働の
上製錬・精錬業者にRMAP認証の取得を働きかけるなどして、
人権侵害、環境破壊の回避・軽減に取り組んでいます。

■ CSR詳細評価結果（直接材サプライヤー）
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エプソンは、信州に生まれ、育った企業です。現在も信州に事業
運営の核となる機能・基盤を置きつつ、売上収益の約80％、従業
員数の約75％を占める海外各国・地域に107カ所の研究開発、
生産、営業拠点を整備し、グローバルにビジネスを展開しています。
そのため、地域の雇用の確保と、それに伴う比較的長期の雇用を
強みに変えつつ、一方で積極的に外部人材を獲得し、多様性を
実現すること、グローバルに厳しい競争を勝ち抜き、経営目標・
事業成長を達成するための人的基盤を構築することが人材戦略
の要諦となります。
具体的な、人材戦略のポイントは右表の通りです。

■ 人材戦略の基本的な考え方
経営戦略の実現・事業遂行のため、エプソンは、

パーパス、エプソンウェイの浸透と、長期ビジョンに
定めた事業の方向性の共有をベースとしながら、
広い視野と高い専門性を持って変化に素早く対応し、
お客様の立場に立って自立的・自律的にお客様価値を
つくり上げることのできる人材を必要としています。
今後さらに国内での少子高齢化や労働人口減少

が進むことも見据え、経営戦略の策定・遂行および
新たなビジネスモデルの確立に必要となる人材要件
を定義して、現状とのギャップを明らかにするため、
グローバルベースでの人材ポートフォリオ策定に
着手しています。これを起点として、中長期戦略実現
のための人事課題を明らかにし、適切な施策により
全社最適人員構造を実現していきます。

■ 求める人材像

■ エプソンの人材戦略
エプソンは、中長期的な企業価値の向上および持続的な成長に向けて、パーパス、エプソンウェイに基づき
事業を通じた社会課題解決への貢献に取り組んでいます。そのためには、長期ビジョン「Epson 25 Renewed」
において定めた事業領域別の位置付けや戦略・方針に沿い、「環境」「共創」「DX」の取り組みによって事業を
拡大・創出していくことが必要です。
その活動の基盤となるのが人材です。エプソンは、中期人材戦略に基づき、多様な人材の積極的な採用と、
内部人材のキャリア形成・人材育成を進めつつ、これらの人材の成長領域への重点配置と、グローバルな視点
での最適なフォーメーションの構築に取り組んでいます。
また、多様な人材を活かす組織風土や働きやすい環境づくり、健康経営などに積極的に取り組み、従業員の
エンゲージメントを高め、組織の活性化と総合力の最大化を目指しています。
これらの取り組みを通じ、エプソンは、事業の成長と従業員一人ひとりの成長をともに達成し、パーパスに
掲げる「『省・小・精』から生み出す価値で、人と地球を豊かに彩る」を実現したいと考えています。

執行役員
人的資本・健康経営本部長

阿部 栄一

パーパス
エプソンウェイ

Epson 25
Renewed

中期
人材戦略

人材戦略

人材戦略

①

②

③

強化領域への
重点配置

新領域や高度専門領域のスペシャリスト、
経営目線を持って活躍できるマネジメント
人材を積極的に外部から獲得

・さまざまなお客様のニーズを的確に把握し、
　素早く、柔軟に対応できるよう事業の変革・
　革新を進める

・長期の時間軸で「人が自律的にキャリアを
　形成し、成長し続ける会社」
・従業員一人ひとりが内外の環境変化への
　対応力を高める
・グローバル視点での最適なフォーメーション
　構築

・イノベーションを実現する創造性を高める

・従業員のエンゲージメントを高め、多様な
　人材を生かし、組織の総合力を最大化する

グローバルな視点で最適なフォーメー
ションを構築

各種研修やリスキリング、ローテーション、
社内公募制度等の挑戦の機会を提供

女性や外国人、中途採用者、障がい者、
高年齢者など多様な人材を確保

信州の恵まれた自然環境、職住接近
など、地方企業としての利点を生かした
働きやすい環境づくり

健康経営

組織風土改革への取り組み

海外人材を含めグローバルに活躍できる
人材を育成・配置

人材育成強化

組織活性化

具体的な取り組み ねらい

■ エプソンの人材戦略のポイント
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当社では、事業運営の基盤として、将来の要員構造の推移の予測と、事業戦略を実現するための要員
ニーズに基づいて要員計画を策定しています。2020年度、2021年度はCOVID-19の流行により
一定の抑制を行いましたが、今後、中期的には、新卒・中途を合わせて、毎年350人以上の採用を
計画的・安定的に行う方針です。成長領域であるプリンティング（オフィス、商業・産業）や生産システム
（ロボット）、新領域である環境ビジネス・環境技術、センシング分野へは、採用した人員の重点配置に加え、

内部人材へ専門教育・転換教育
等を行って強化領域に投入する
とともに、人材要件を明確に
した上で外部からマネジメント
人材やスペシャリストを獲得し、
強化領域へ配置しています。

■ 人材戦略① 強化領域への重点配置

人材育成
人材育成は、業務を通じた育成（OJT）を基礎に、教育体系を整備して階層別の教育や各種の専門教育

をOFF-JTとして行っているほか、個々の変化対応力を強化し、またバリューチェーンの効果的・効率的な
運営に資するため、本人の能力や経験・知識の幅を広げるローテーションに積極的に取り組んでいます。
リーダー人材の育成には、選抜型の階層別教育プログラムを整備しています。

■ 人材戦略② 人材育成強化

人材育成の新たな取り組み
当社は、長期の時間軸で「人が自律的にキャリアを形成し、成長し続ける会社」を目指しています。
従業員一人ひとりが変化への対応力を高めることで、Epson 25 Renewedに掲げた事業目標を達成し、
会社の発展を支え、さらには、持続可能でこころ豊かな社会を築くことにつながります。
当社は、この視点から改めて教育研修体系を点検し、各事業体の意見や従業員の声も踏まえ、新たに
以下の3つの取り組みを始めています。

グローバル人材の育成
お客様に価値ある商品をお届けするためには、グローバルに展開しているバリューチェーン全体が
効果的・効率的に運営されることが必要であり、各機能について幅広い知識と経験を持ち、相互に
「すり合わせ」ができるグローバル人材が必要です。世界各地で、共通の価値観を持ち、現場で的確・
迅速な意思決定ができるリーダー人材を育成するため、1999年以降海外現地法人の経営リーダー層
の養成を目的としたセミナーを毎年開催し、延べ400人以上が受講しています。また、国内から海外
への若手社員のトレーニー派遣（2012年以降193人）や、海外現地法人からは累計1,800人に上る
実習生の受け入れを行っているほか、地域を超えた人材交流を進めています。

ローテーションと社内公募制度
当社は、社員一人ひとりが自律的にキャリアを形成し、成長し続け、また内外の環境変化への対応力

を高めるため、ローテーションを重視しています。ローテーション率15%を目標に、昇格要件へのローテー
ションの織り込み、管理職の目標管理項目への追加、異動時教育の体系化等の施策を進めています。
また、200７年度に制度化した社内公募制度についても、2021年度に申請時の職制確認を撤廃する
などの制度改定を行った結果、応募数、実際の異動者数ともに急増しています。社員がさまざまな業務や
職場を経験し、視野を広げ、スキルを高めることを通じ、社員の挑戦意欲に応えると共に、人材育成の
重要な手段として取り組みを強化しています。

人材の配置と役職への任用
人材の配置と役職への任用は、「役割」の概念を基礎として行っています。事業戦略を遂行するための
組織をグローバルに設計し、その中で各ポジションの役割を定義し、その役割に対し、最適な人材を配置・
任用することが基本的な考え方です。そのための仕組みとして、年1回、各組織において、各階層ごとに
「人材レビュー」を行い、要員状況を俯瞰するとともに、各ポジションに対する後継候補人材のリストアップ
とその能力開発ニーズの検討などを行っています。
海外においても、現地のトップマネジメント・人事部門と連携して役割や要件定義を行い、後継計画・
育成計画を策定しています。このような活動を基盤として、グローバル視点での最適なフォーメーション
の構築に取り組んでいます。

2020年度 2021年度 2022年度 今後の目標

新卒採用

中途採用

344人

30人

200人

48人

250人

241人

毎年度*1350人
以上を継続

*1 各年度４月１日入社の新卒社員数と各年度の中途入社者数の合計

2019
年度

2020
年度

2021
年度

率 6.0％ 7.3％ 9.0％

2022
年度

10.0％

■ ローテーション率 ■ 社内公募利用者実績

2019年度 2020年度
制度変更前 制度変更後

2021年度

決定者数 27人 12人 217人

2022年度

201人
応募数 142人 148人 378人 293人

人材戦略

①生涯キャリアの自己形成支援
年代や階層を問わず、継続的に
キャリアを考えられる環境を支援

②マネジメント層スキルアップ支援
上司の部下への関わり方スキル、
現場での問題解決能力の向上

③リスキリング支援
多様な人材流動に対応する、

教育研修支援

■ 採用数
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全社指標 2022年度 目標値
（2025年度末）

A
58.0
0

3.6
3.6
3.6

B
51.8
47

3.2
3.2
3.1

総合レーティング

スコア

レーティングD職場数

サブ項目

仕事内容

外部適応

変革活動

エプソンは、イノベーションを実現する創造性を高めるため、女性や外国人、中途採用者、障がい者、
高年齢者など多様な人材を確保するとともに、組織風土への取り組みや、信州の恵まれた自然環境、
職住接近など、地方企業としての利点を生かした働きやすい環境づくりを通じて、従業員のエンゲージ
メントを高め、多様な人材を生かし、組織の総合力を最大化することを目指しています。

■ 人材戦略③ 組織活性化

働きやすい環境づくり
エプソンは、社員がやりがいを持ち、さまざまな環境変化に適応しながら、いきいきと、心身ともに健康
で安全に働ける環境を目指しています。特にCOVID-19への対応を契機として進んだ在宅勤務を中心
に、労働時間と勤務場所の柔軟化や、育児・療養・介護・不妊治療などにおける仕事と生活の両立が
できる環境づくり、また職場におけるハラスメント防止などの施策を推進しています。
特に信州に主要な拠点が集中するエプソンにおいては、働く時間や場所を選ばない柔軟な働きかた、

また、多様性を持った社員がそれぞれのキャリア形成を実現できる働きかたの整備は、今後マネジメント
人材やスペシャリストの獲得、ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン推進の観点からもさらに
重要であると考えています。

組織風土改革への取り組みと従業員エンゲージメント
エプソンは、「自由闊達で風通しの良いコミュニケーション環境」により、「関係の質」を向上させ、社員

と会社が共に成長し続ける組織風土を目指しています。
組織風土の現状を把握するため、2005年より組織風土に関する調査を毎年行っています。2020年度

からは、特に重要な要素でありながら、スコアの低かった「チームで働く力」の向上について会社全体で
取り組みを行ってきました。管理職のマネジメントスタイルの改善や働きかたの見直しなどにより、職場内
の「関係の質」が大きく向上するとともに、働きやすい職場づくりが着実に進展しています。
2022年度には、外部との比較も可能な「エンゲージメントサーベイ」を導入して調査を行いました。

その結果、一人ひとりが主体的に動き、自分たちで組織の弱みを改善していく自立（自律）自走型組織の
実現に向けては課題が多いことが明らかになりました。この結果を踏まえ、2022年度は、「チームで
働く力」の向上に加え、特に①理念の浸透、自分ごと化、②変革意識、外向き視点の向上、③仕事を通じた
成長、貢献感の3つの項目を中心に、各職場で改善施策と改善目標を設定しました。この改善目標は、
管理職の目標管理にひも付け、2025年度までに改善を図ることとしています。また、この取り組みを推進
する管理職に対しては、別途実施した360度調査結果と連動させ、1 on 1スキル獲得支援、新任課長を
重点とする課長フォローアップ研修、管理職相談窓口／メンターの設置などを行い、管理職の役割発揮・
マネジメントスキル向上の支援を行っています。
こうした活動を毎年継続することで組織風土改革と、それを通じた生産性向上への取り組みを着実
に進めていきます。

■ 従業員エンゲージメントサーベイの結果と目標

■ 働きやすい環境づくりの進捗状況（2022年度）

■ 働きやすさの主な指標

指標項目 2020年度 2021年度 2022年度 今後の目標

男性育休取得率

ハラスメント防止
eラーニング受講率

ハラスメント重要事案
の本社報告徹底

年間総実労働時間

毎年
100％

受講率毎年度
100％94.3%

各組織・関係
会社窓口との
連携継続強化

2023年度
1,845時間

報告漏れ
0件

1,848
時間

50.8%-　

92.4%

報告漏れ
0件

1,854
時間

97.2%

96.8%

報告漏れ
0件

1,845
時間

従業員満足度2022年度 回答率*2

 95.4%
満足度*3

 92.3%
*2 当社正規従業員および定年後再雇用者を対象
*3 満足度は、5段階評価で3（半分以上そう思う）以上を回答した率

人材戦略

取り組み 施策 2022年度の実績

働く場所、
時間の柔軟化

在宅勤務制度の進化

在宅勤務手当の導入

時間単位年休の導入

コアタイムレス
フレックスタイムの適用

男性育休 法改正対応

育児・介護と仕事両立化

治療と仕事の両立支援

在宅勤務の実施場所として、自宅・帰宅連絡
先のほかに、実家・配偶者の居宅まで拡張

在宅勤務手当および通勤費の出社実績に
応じた支給開始

1時間単位の年次有給休暇制度導入

コアタイム廃止

産後パパ育休、育休の分割取得導入 
2022年度取得率　97.2%

育児介護短時間勤務の適用期間　
小学6年生まで延長

不妊治療を目的とした休暇・休職制度の
拡充（2023年9月予定）

育児・介護
および治療と
仕事の両立化
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女性活躍の状況
（2023年3月現在）

19.9年女性 18.8年男性

女性管理職比率

女性社員比率

平均勤続年数

46.2%

4.1%
セイコーエプソン

17.0%
エプソングループ

17.0%
セイコーエプソン エプソングループ

障がい者雇用者数（当社・国内グループ雇用者数）
（2023年6月現在）

324人
2.69%

2021年度

327人
2.70%

2022年度

329人
2.65%

2023年度

雇用者数

雇用率

正規・フルタイム

エプソンは、継続的に社内のジェンダー
ギャップの解消に努めています。
その中の一つの指標である管理職の女性比
率（セイコーエプソン）は、2022年度末に4.1％
でしたが、これを2025年度末には８％まで引き
上げる計画です。そのためには、社内の意識
改革、特に管理職の意識改革を積極的に進め
なければいけません。
また、育児休職の取得を推進してきた結果、
男女とも対象者の育休取得率はほぼ100％を
達成しました。

エプソンは、障がい者活躍を重要なDE＆I
課題の一つと位置付けています。2030年度実
雇用率3％を目標にし、障がい者一人ひとりの
強みを活かし、会社とともに成長し成果創出に
貢献できるようにします。そのため、障がいの
ある当事者への配慮のみならず、上司や同僚
に対する専門性を伴った支援により、職場に
おけるナチュラルサポートの実現、障がい者
活躍の質の向上に取り組んでいます。
また、40年のノウハウ、強みを持つ特例子
会社における障がい者活躍機会の拡大も引き
続き推進していきます。

エプソンは、ダイバーシティの重要性を浸透
させるため、年2回の方針大会でグループ全社
員に説明するとともに、社内イントラネットにて、
ジェンダー平等推進、コミュニケーションの充実
など、DE＆Iに関する方針や考えを、社長自ら
発信しています。また、意識改革促進のため、
DE＆Iフェアの開催や、国内エプソングループ
企業が参加するコンソーシアムをつくり、定期
的な目標の共有、情報交換、ディスカッションの
場を設けているほか、ワークショップの開催、
DE＆I基礎や障がい者活躍に関する研修などを
行っています。

ジェンダーギャップの解消 障がい者活躍 グループでの取り組み

ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョンの
浸透のためには、その重要性、トップの考えなどの
情報を内部に発信するとともに、エプソンが積極的
に取り組んでいる姿勢を外部にも伝えていくことが
重要と考え、専用のウェブページによる情報発信を
開始しました。

現在は社長とスプツニ子！さんのスペシャル対談
動画、社外評価結果、カンファレンスやシンポジウム
での登壇などの実績を掲載しています。

専用ウェブページによる
内外への情報発信

Information 人材戦略

ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン（DE＆I）の推進
変化の激しい時代の中で、多様なお客様を理解し、その人々に驚きや感動を与える新たな価値を創出し続けていかなければなりません。

そのため、多様な人材が世界中のエプソンに集まり、公平な環境で、一切の偏見なく、全ての社員が互いの個性を当たり前に尊重し合い、
楽しく働きながら、社会の一員として責任を持ち、会社とともに成長そして挑戦し続けられる企業になることを目指します。エプソンは、特に
日本国内におけるジェンダー平等を最大の経営課題と認識し、全社員の意識改革を促すため、管理職層や経営層の女性比率が全社員の女性
比率と同じになる状態をできるだけ早期に実現するための取り組みを進めています。経営トップからのメッセージ発信や、ダイバーシティマネジ
メント研修、DE＆Iに関するeラーニング、外部専門家を招いての講演、DE＆Iフェアの開催、女性社員を対象としたキャリア自律研修などを
行っています。これらの活動によって、一人ひとりの社員が自ら考え、行動できるようにさらなる進化を促すことが重要と考えます。加えて、出産
育児、介護、傷病、不妊治療などさまざまな事情を抱えた社員がその状況に応じて働き
続けられるよう、両立のための環境整備、ロールモデルとの対話、相談窓口等による
支援を強化しています。

■ ダイバーシティ・エクイティ&インクルージョン

詳しくは
Webへ

詳しくは
Webへ

ダイバーシティ・エクイティ&インクルージョン
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当社は、2022年4月に中期健康管理施策「健康Action2025」を制定し、会社としての責務である
安全配慮に向けた各種活動に加え、多様な働きかたや年齢構成の変化など、私たちを取り巻くさま
ざまな変化が健康に及ぼす影響を踏まえた、「こころとからだの健康*4」と「職場の健康*5」を重点分野
として活動を展開しています。スローガンの「気づく・学ぶ・行動する そして認め合う」の周知とともに
2025年度末までに、こころとからだの自律的な健康管理の醸成、働くことと健康の調和、チームでいき
いきと働くことができる職場風土の醸成を目指します。活動に当たり各施策の目標指標を定め、その
結果をホームページなどへ公開しています。また、会社と健康保険組合で共同運営する「健康経営推
進会議」では、健康経営に関するデータ分析、施策の立案・評価・改善を行いながら、各事業所の「健
康づくり推進委員会」と連携し活動を推進しています。 
なお海外では国や地域ごとに労働衛生法令が異なるため、それぞれの現地法人が現地法令に基づき
健康管理を推進しており、各社のおかれる状況に合わせ継続的な改善を図っています。 

■ 中期健康管理施策

■ 人権の尊重

*4 「こころ」と「からだ」の自律的健康管理を促進し、社員一人ひとりの「働く こと」と「健康」の調和を実現すること
*5 働くこと・働く環境により、健康を害することがないよう必要十分な安全配慮を行う。チームとしていきいきと働くことができる職場風土を
醸成すること

エプソンは、パーパス、エプソンウェイを経営の根幹に据え、企業活動における人権の尊重は企業が
果たすべき重要な責務であると考えています。エプソンは、2011年の国連「ビジネスと人権に関する指導
原則」（以下「指導原則」）にのっとった行動を実践してきました。2019年4月にはグローバルサプライ
チェーンの影響を受ける労働者やコミュニティーの権利と福祉を支援する非営利組織である
Responsible Business Alliance（RBA）に加盟し、サプライヤーの皆様と共に「RBA行動規範」に
のっとった事業活動を進めています。
エプソンは、昨今の国際社会における「人権」に対する意識や課題の変化を踏まえ、2005年に制定

した「エプソングループ人権と労働に関する方針」を全面的に見直し、「指導原則」の内容に準拠して、
取締役会の決議を経て、2022年4月1日付で「エプソングループ人権方針」として改定しました。

エプソンの人権尊重への取り組みは、人的資本・健康経営担当執行役員の責任の下、DE&I戦略推進
部門を中心に、本社関係主管部門および国内外関係会社の人事部門とのネットワークを構築して
行っています。「エプソングループ人権方針」および「RBA行動規範」に基づき、事業上の主な人権への
負の影響として、児童労働、強制労働、その他の搾取的な労働、労働者の権利や労働条件、差別、ハラ
スメントを含む非人道的な待遇などを特定し、年1回全グループ会社においてCSRアセスメント調査を
行い、当社およびグループ各社における人権と労働に関する負の影響の評価と改善・是正活動を行う
ことにより、人権デューデリジェンスのプロセスを回しています*6。

人権に関する教育として、RBA行動規範やその詳細ルールの周知活動を継続して行っているほか、 
2022年度は、国内全役員・全従業員を対象に「ビジネスと人権」に関するeラーニングを実施し、「指導
原則」に関する基本的な知識や、エプソンの姿勢・取り組みを学ぶことを通じ、「ビジネスと人権」への
理解と浸透を図りました。
エプソンは、エプソン・ヘルプラインをはじめ、ハラスメント相談窓口、長時間労働相談窓口などの
各種相談窓口を設置し、従業員からの人権に関する相談に対応しています。ハラスメントなどの人権侵
害事案や会社の対応については、定期的に全社開示し、また社内広報などを通じて注意喚起を行い、同様
の事案の未然予防・再発防止に努めています。また、エプソンでは、お客様や投資家、地域住民の方など
全てのステークホルダーの方が利用可能な相談窓口を設置し、あらゆる苦情に対して適切に対応して
います。

*6 2022年度中に新たに是正に取り組んだ事例

  ・ 構内でサービスを行う業務委託先の残業代の未払い   ・ 労働時間の管理の不備

  ・ 従業員に係る法定積立金の未納（業務委託先）   ・ 工場の避難経路上の非常ドアの改善

■ 健康経営
2023年3月、経済産業省と東京証券取引所から「健康経営」に
優れた企業として「健康経営銘柄2023」に選定されました。健康経営
銘柄への選定は2年連続となります。 
エプソンは、社員の健康が最重要と考え、パーパス、エプソンウェイ、
エプソングループ労働安全衛生基本方針およびエプソングループ
健康経営宣言に基づき、社員と会社が一体となり、「いきいきと楽しく
働くことができる職場環境づくり」、「こころとからだの健康づくり」に
取り組んでいます。またその結果は、企業のありたい姿「持続可能で
こころ豊かな社会の実現」につながるものと考えます。
健康経営の推進に当たり、健康経営の責任者である社長の下、「人的資本・健康経営本部」を設置

しました。従来の「健康経営推進室」は本部内に「健康経営推進部」として機能を移し、人事部、ＤＥ＆Ｉ 
戦略推進部の三組織間の連携を高め健康経営を推進します。その本部長は執行役員として経営会議
に参画するとともに、健康保険組合の理事長・統括安全衛生管理者を兼任し、健康経営を総合的に
マネジメントします。

人材戦略

詳しくは
Webへ

エプソングループ人権方針
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環境 ■ サンゴの移植活動（インドネシア）
PT. Epson Batam（PEB）は、生物多様性の保全に向けて、2015年から

アバン島でのサンゴの移植活動を継続して支援しています。この活動には、
インドネシアの漁業・観光・行政やNGOなどの関係者が参加しており、毎年
約500本のサンゴを、少しずつ範囲を広げて植え、サンゴ礁（コーラルガーデン）
を作っています。アバン島の住民からは、「この活動により、魚が住む環境を改善
でき、魚の個体数が増えていくでしょう」との期待の言葉を頂いています。
COVID-19により2020年から新たなサンゴの移植活動は中断しました

が、その間も社員が生育状況をモニタリングし、保護活動を継続しています。
2023年度から移植活動を再開する予定で社員はその日を待ち望んでいます。

地域 ■ 社員が制作した季刊誌で老人ホームに笑顔を （ドイツ）
Epson Deutschland GmbH（EDG）では、15年前から全社員が自分の都合の良い日に１日
有給休暇を取り、地域の社会奉仕活動に参加してきました。コロナ禍においては活動自体の継続
が困難になりましたが、社員は新しい方法を考えました。地域の歌や文化、イベント等を掲載した
季刊誌を制作し、近隣の老人ホームに寄贈しました。面会が制限される中で、老人ホームの入居者
同士がその季刊誌を通じて共通の話題を持ち、施設内の庭で語らうことで、孤独感を和らげたり、
認知症の進行を遅らせたりするのに役立ってほしいという願いを持って発行しています。施設職員
からのアイデアをもらいながら、編集・校正・発行全てのプロセスを従業員チームで行っています。

教育 ■ 未来ある子どもたちに学校に行く楽しみを （インド）
Epson India Pvt. Ltd.では、２０１３年からデリー州などの政府系学校の子どもたちに文具や

ノート、バッグを寄贈しています。また２０２２年から飲料水用浄水器の設置を始めました。子どもた
ちや先生から、「新調された学用品を寄贈されることで以前より学校へ行くことのモチベーションが
上がった。学校へ通い自分の将来について長期的に考えるようになった」という声を頂いています。
活動に参加した社員からは、「子どもたちから毎年訪問することを求められていることを実感して
いるし、彼らの希望に満ちた笑顔からこの活動の意義を教えられている」という経験談が寄せ
られています。

環境 ■ 世界自然保護基金（WWF）との世界の森林保全と回復に向けた取り組み
2023年3月、エプソンは世界的な環境保全団体であるWWFと、東南アジアや南米・豪州などの世界各地

の森林保全と回復に向けた3年間のインターナショナル・コーポレート・パートナーシップを開始しました。
エプソンは、いくつかの森林破壊の最前線の現場でWWFが実施する森林保全活動や自然回復のための
活動への支援を開始しています。また、持続可能な社会の実現を共に目指すため、事業における森林資源（紙）
の責任ある利用を推進するほか、今後は淡水生態系の保全やサーキュラー・エコノミーへの貢献活動について
も共同で検討を進めていきます。

※このパートナーシップは、電機精密業界における日本企業として
　は初の試みです。これに先立ち、2022年3月にはWWFシンガ
　ポールとエプソングループのEpson Singapore Pte. Ltd.は、
　東南アジアの海洋保護においても協働を開始しています。

エプソンは、事業活動そのものが社会に貢献するための取り組みであると考えています。自社の強みを活かすとともに、共創によって、さまざまな社会課題の解決に取り組んで
いきます。事業活動で手が届かないところには、社会支援活動として、寄付や人的支援などを行いながら社会に貢献していきます。エプソンの社会支援活動は、環境価値、
社会価値、経済価値を提供することを目指して実施しています。

総額 16.1億円
2022年度実績

社会支援
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